様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　 2024年2月5日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな） かぶしきがいしゃでっく
一般事業主の氏名又は名称 株式会社デック
（ふりがな） おおや　けいた
（法人の場合）代表者の氏名  　大屋　慶太      印 
住所　〒468-0011
愛知県名古屋市天白区平針五丁目2121番地
法人番号　3180001057770
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	デックのDX

	公表日
	2023年11月1日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	https://deck.jp/dx
Your Sword　クライアントの刀

	記載内容抜粋
	デックは、クライアントの製品・サービスの認知度向上に焦点を当てたビジョンを持つデザイン事務所です。デックは社会の変化を受け入れ、未来の成長に向けた新たなアプローチを常に模索しています。2019年以来、弊社はITソリューションの分野に進出し、デジタルデザイン、ペーパーレスワークフロー、そしてロボティックプロセスオートメーション（RPA）などのイノベーションをクライアントへ提案し、社内への導入も積極的に行ってまいりました。これらの取り組みにより、クリエイティブなアイデアと技術の融合による新たな価値を生み出し、プロジェクトの効率化を実現しました。また、デジタル化された情報を活用し、ビジネスデザインと戦略の変革に成功しました。
デックは現在のDXプロジェクトを継続的に評価し、課題の分析を行い、PDCAサイクルを回し成果を積み上げています。これにより、より価値の高いデザインプロジェクトにリソースを集中することができます。具体的には、AI、データアナリティクス、クラウドサービス、ITコンサルティングなどへのリソースの投入を通じて、前向きなデジタル戦略を展開しています。
RPAの導入によりルーチン作業から解放され、デザインプロジェクトへのリソース集中による、プロジェクトの効率化が進んでいます。このDX化は、社内だけでなく、他のデザイン事務所にもサクセスフルケースとして提供し、デザインプロジェクトの効率化に貢献し、クリエイティブ業界全体の付加価値向上に寄与します。
2019年以来、弊社は内部情報共有を強化するためにGoogle Workspaceとチャット型のコミュニケーションツールを活用しています。内部デジタル化の進捗状況や才能の育成に関する情報を定期的に共有し、課題や対策について議論し、SNSなどを通じて社内外へ発信しています。
デックはDXを強力に推進し、ビジョンの最前線に位置づけています。DXを通じて、デザイン業界での新たな展望を切り拓く決意を持っています。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	上記内容は代表取締役を含む取締役会による決定のうえ、公表されています。



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	デックのDX

	公表日
	2023年11月1日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	https://deck.jp/dx
クリエイティブな情報技術の研究開発

	記載内容抜粋
	自社のDXから得た知識とリソースを、情報技術の研究開発に注ぎ込みます。この取り組みにより、より効率的な業務プロセスの向上を図り、新たなITソリューションの仕組みを構築し、顧客に提供します。
実例
データ駆使した創造的な制作
デックは自社で開発した過去の制作データ管理システムを進行中のプロジェクトと連携させる取り組みを行っています。過去の制作データ活用により、クライアントへの最適な提案とITコンサルティングの提供を高精度かつ一貫して行います。
クラウド化による自社システムの革新
社内のオンプレミスサーバーをクラウドベースに移行するプロジェクトを推進しています。これにより、時間や場所に制約を受けずに社内リソースにアクセスでき、柔軟な働き方が可能となります。さらに、BCP（事業継続計画）とセキュリティ対策の向上を実現し、堅牢で安全なインフラ環境を構築します。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	上記内容は代表取締役を含む取締役会による決定のうえ、公表されています。



　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	https://deck.jp/dx
体制

	記載内容抜粋
	経営戦略と連動したDXの進行をサポートするため、代表取締役自らが中小企業診断士の資格を取得し、社内の業務プロセスのデジタル化と業務改善をリードしています。さらに、コンサルティング部門を設立し、若手社員1名を組織に加え、ITコンサルティングと業務改善に関するトレーニングを実施しています。
人材獲得とスキル向上
デックは即戦力となる中途採用者を迎え、デジタル化プロセスを加速します。さらに、社内メンバー向けに学習の機会を提供し、時間や場所に縛られないオンライン動画活用による教育を活用します。これにより、スキルの向上を促進し、より高付加価値なプロフェッショナルとしての成長をサポートします。



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	https://deck.jp/dx
方針

	記載内容抜粋
	ファイルサーバーのバックアップはGoogle Drive上に設定しました。デックは基幹システムを2024年3月末までに刷新予定です。2023年9月債権債務の管理システムをインボイス対応とクラウド化しています。これにより、ハードウェアとソフトウェアの統一管理が実現します。2025年3月までに、すべてのレガシーシステムをアップグレードし、クラウド化を完了します。



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	デックのDX

	公表日
	2023年11月1日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	デックのDX
https://deck.jp/dx　「目標」部分

	記載内容抜粋
	デックの売上構成はデザイン制作が90％以上を占めていましたが、2023年10月時点でDXコンサルティングの売上構成比は20％以上に成長しました。今後は顧客分析を通じて、ニーズに合わせたDXコンサルティングを提供し、DXコンサルティング分野の売上を一層拡大させる予定です。具体的な目標として、5年間でDXコンサルティングの売上構成比を70％以上に向上させることを目指しています。



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	2023年11月1日


	発信方法
	株式会社デックのDX
https://deck.jp/dx　「ビジョン」部分
※当ページ全体を、代表取締役名で発信しております。
（ページ右下に代表取締役の署名有）

	発信内容
	2019年以来、弊社は内部情報共有を強化するためにGoogle Workspaceとチャット型のコミュニケーションツールを活用しています。内部デジタル化の進捗状況や才能の育成に関する情報を定期的に共有し、課題や対策について議論し、SNSなどを通じて社内外へ発信しています。



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	2023年11月1日 ～ 継続実施中

	実施内容
	DX推進指標自己診断結果を自己診断の入力サイトから提出済み。



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	22023年11月1日 ～ 継続実施中

	実施内容
	SECURITY ACTION制度二つ星を宣言。
Webサイトにて「個人情報保護方針」
https://deck.jp/privacy.html　を公表中。



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
①　(1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
②　(4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
③　(1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
④　(5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

